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年 月 主な出来事

1948年７月
12月

1949年１月

1950年４月
1956年４月
1967年10月
1970年７月

1984年５月

2001年１月
2005年４月

10月

日本学術会議法公布
日本学術会議法に基づく第１回選挙施行、12月20日に当選人確定

※会員選出方法は公選制
内閣総理大臣の所轄の下に日本学術会議設立（第１回総会）

※日本学士院は日本学術会議に含まれる栄誉機関となる
「戦争を目的とする科学の研究には今後絶対に従わない」声明
日本学士院が文部省に移管され、日本学術会議から独立
「戦争を目的とする科学の研究は絶対にこれに行わない」声明
現庁舎（港区六本木・乃木坂）に移転
※それまでは日本学士院の庁舎を使用

日本学術会議法の一部を改正する法律施行
→会員選出方法を学協会を基盤とする推薦制へ変更

中央省庁等改革基本法施行に伴い、総務大臣の所轄へ
日本学術会議法の一部を改正する法律の一部施行に伴い、再び内閣総理大
臣の所轄へ
日本学術会議法の一部を改正する法律施行
→会員選出方法を現会員等による推薦制へ変更、70歳定年制の導入、部の大括り
化（７部制→３部制）、連携会員の新設、外部評価制度の導入 等の大幅な改革
を実施



目的：わが国の科学者の内外に対する代表機関として、科学
の向上発達を図り、行政、産業及び国民生活に科学を反映、
浸透させること。（日本学術会議法第２条）

位置付け：内閣総理大臣の所轄（同法第1条第2項）の下の「特別の
機関」――独立して職務を行う（同法第３条）

職務：１．科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること。
２．科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させ

ること。（同法第３条）

日本学術会議は、科学が文化国家の基礎であるという確信に立
つて、科学者の総意の下に、わが国の平和的復興、人類社会の
福祉に貢献し、世界の学界と提携して学術の進歩に寄与するこ
とを使命とし、ここに設立される。

(日本学術会議法、1948年7月13日）
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課題別委員会「安全保障と学術に関する検討委員会」

2016.5.20. 検討委員会設置
6.24 第1回 (以後、月に一度の開催で審議）
8月 各部の夏期部会で議論

10月 学術会議総会で意見交換
2017.1.16 第8回から各委員のコメントに基づき

「中間とりまとめ」案の審議
2017.2.4 第9回＋ 公開学術フォーラム
2017.2.15.  第10回 「中間とりまとめ」の採択
2017.3.7. 第11回 「声明」案・「報告」案の決定
2017.3.24.  幹事会による「声明」の採択
2017.4.13. 幹事会による「報告」の採択
2017.4.14. 総会における検討委員会審議報告

＊詳細な議事速記録、机上配布資料、学術会議内外からの意見、関連新聞記
事等を全てウェブサイトで公表して、議論の透明化に努める。

＊今後も記録の保存が重要となる。
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街頭に染み出した
大学の危機と軍事研究問題



2013.12. 国家安全保障戦略について（国家安全保障会議・閣議決定）➡国際
協調主義に基づく積極的平和外交/産官学による安全保障

2014.4. 防衛装備移転三原則（国家安全保障会議・閣議決定）
2014.6. 改正学校教育法及び国立大学法人法

(学長権限強化によるトップダウンの「大学改革」推進）
防衛省「防衛生産・技術基盤戦略」

2014.12.10. 特定秘密保護法施行
2015.4.27 日米防衛指針18年ぶりに改訂(同盟調整メカニズム）
2015.6.8. 文科大臣通知「国立大学法人等の組織及び業務全般の

見直しについて」(6.8通知）➡人文・社会科学と大学の未来
2015.6.10 国会で防衛装備庁（防衛装備品の開発と管理を一元化）設置を

柱とする改正防衛省設置法成立
7.8.～8.12 安全保障技術研究推進制度公募(防衛省技術研究本部）
7.17. 学術会議第一部附置「人文・社会科学とその振興に関する分科会」

（設置後、2017.2.24.の提言提出までに全14回審議開催）
9.18 文科省「新時代を見据えた国立大学改革」

（6.8通知による誤解対応のために学術会議幹事会説明資料・同時公表）

9.19 安全保障関連法(集団的自衛権・PKO武器使用拡大）
10.1. 防衛装備庁発足

2016.1.29. 学術会議幹事会にて防衛装備庁関係者の説明
4.14. 日本学術会議総会における「会長私見」の波紋
5.20 課題別委員会「安全保障と学術に関する検討委員会」の設置8



課題別委員会として2016年5月20日設置

「安全保障と学術に関する検討委員会」
【審議内容】
（1）50年及び67年決議以降の条件変化をどうとらえるか
（２）軍事的利用と民生的利用、及びデュアル・ユース問題
（３）安全保障にかかわる研究が学術会議の公開性・透明性に及
ぼす影響
（４）安全保障にかかわる研究資金の導入が学術研究全般に及
ぼす影響
（５）研究適切性の判断は
個々の研究者に委ねられるか、
機関等に委ねられるか
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NHK ニュース(2017年3月24日OA) ➡

下2枚は報道ステーション
（2017年3月7日OA）



軍事的安全保障研究に関する2017年声明

(1)1950年声明、1967年声明の「継承」する
2つの声明の背景には、「科学者コミュニティの戦争協力への反省

と、再び同様の事態が生じることへの懸念があった。」
→「近年、再び学術と軍事が接近しつつある中、大学等の研究機関

における軍事的安全保障研究が、学問の自由及び学術の健全な発
展と緊張関係にあることをここに確認」 → 「懸念」の継承でもある

「学術の軍事化」への懸念が意識される時代状況の共有

(2)「軍事的安全保障研究」がはらむ問題性の確認
学術の健全な発展のために必要：

研究の自主性・自律性、研究結果の公開性
政府の研究者への介入懸念
→「学術研究がとりわけ政治権力によって制約されたり動員された

りすることがあるという歴史的な経験をふまえて」
→誰の「歴史的経験」なのか？
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(3)防衛装備庁「安全保障技術研究推進制度」は問題が多い

民生分野の研究資金充実が必要

→研究資金配分の不備/ 研究資金の出どころが問題

→2017年度応募の状況(8月ヒアリング）
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(4)大学等の研究機関による技術的・倫理的な審査制度の設置＋
学協会等によるガイドライン等の設定
→ 研究と教育(留学生を含んだ教育の質・公開性）

毎日新聞(2017.3.7.)

「報告」
3-9)科学者が、自らの研究成果がい
かなる目的に使用されるかを全面的
に管理することは難しい。研究の
「出口」を管理しきれないからこそ、
まずは「入口」において慎重な判断
を行うことが求められる。
4-4)軍事的安全保障研究を導入する
ことで、大学等における海外の研究
者や留学生等との国際的な共同研究
に支障が出ないか、自由で開かれた
研究環境や教育環境が維持できるか、
学生や若手研究者の進路が限定され
ないか等の懸念もある。 13



朝日新聞(2017年4月12日）



(5)科学者コミュニティが社会と共に真摯な議論を続けていく必

要性と日本学術会議の役割

→学術会議における議論継続の「器」はどこか？

「課題別委員会」という枠組みの限界

→「学術会議とは何か」の存在意義

学術会議改革との双方向性

報告１－７）日本学術会議はすべての科学者の代表機関であ
るが、問われているのは、従来は軍事的安全保障研究にほと
んど携わってこなかった大学等の研究機関において、軍事的
安全保障研究が拡大・浸透することをどう考えるかである。
政府機関及び企業等と、学問の自由を基礎とする大学等の研
究機関とでは、所属する科学者と機関・組織との関係が質的
に異なる。本委員会では、主として大学等の研究機関におけ
る研究のあり方について検討した。

➡ 学問の自由（第23条）＞ 「自衛」隊・平和（第9条）



NHK「時論公論」（2017年3月27日放映）

学問の自由
憲法23条 学問の自由はこれを保障する

(Academic freedom is guaranteed.）



内部の温度差が継続して存在
各専門領域特性による見方・考え方（＋個人の経験）
議論のすれ違い・・・

井野瀬久美恵「軍事研究と日本のアカデミズムーー学術会議
は何を『反省』してきたのか」『世界』岩波書店、2017年2月号

★1950年声明と変わらない構図
人文・社会科学に対する思想弾圧の経験・その研究

旧第一部（文学）、第二部(法学）、第三部(経済）

太平洋戦争前・戦争中に見失った「科学者の良心」の回復
旧第四部（理学）、第六部（農学）

＋ 科学者たちによる国際的平和運動(←ユネスコ）



年 月 「戦争を目的とする科学研究はしない声明」をめぐる主な出来事

1945年11月
1946年1月

6月
1947年8月
1948年7月

12月

1949年１月

1950年４月

4/1～6/30
6月
8月
11月

1951年3月
9月
10月

1952年10月

1967年10月

日本学士院で科学・技術立て直し議論開始

文部省に人文科学研究課設置

長岡・学士院院長子息、嵯峨根遼吉ら次世代による学術民主化の動き

学術体制刷新委員会結成（米国学術顧問団に人文科学系の要請）

ユネスコ、8人の社会科学者声明

日本学術会議法公布

ユネスコ、世界人権宣言

平和問題懇話会（＠明治記念館）

日本学術会議法に基づく第１回選挙施行、12月20日に当選人確定

日本学術会議設立（第１回総会＠日本学士院会館）

「日本学術会議の発足にあたって科学者としての決意表明」

「戦争を目的とする科学の研究には今後絶対に従わない」声明

「世界の科学者に講和の希望に関する声明を送る」提案（撤回）

平和擁護世界大会委員会の署名運動

朝鮮戦争勃発

警察予備隊創設(1952月10月に保安隊へ改編）

世界平和評議会のアピール（←平和擁護世界大会委員会）

「戦争から科学と人類を守るための決議」(声明案）否決

サンフランシスコ講和会議

「講和条約調印に際しての声明案」否決

「憲法擁護の声明案」否決

「細菌兵器使用禁止に関するジュネーブ条約批准国会に申入れ」声明案否決

「戦争を目的とする科学の研究は絶対にこれに行わない」声明



軍事化の進展、9条改正の可能性、日本の安全保障のあ
り方が問題視されるなかで、「一杯のあつもの」(研究資金・
人事等）と科学者の良心、学問の自由、平和を求める声

声明「全科学者に訴える」
1950年4月15日 学術会議講堂(＠上野）

・・・平和は全国民のためのものであり、また全科学者のためのものである。われ
われはこの理由によって、如何なる困難があろうとも、戦争に対する反対と特定
の一国に対する軍事基地の供與、思想・学問の自由の剥奪、平和を擁護する
科学者の追放など戦争をひきおこすおそれのある一切の政策・行為・意見に対
しても反対することを決議した。われわれは研究資金の交附、就職の機会の増
加、その他の誘惑によって戦争準備に協力することが、如何に危険であるかを
も知っている。われわれはその故に、一杯のあつものと、全相続権とを交換した
愚をくりかえすことを欲しない。われわれはこの決意が真実を愛する全科学者に
よって支持されることを切望してやまない 。

上原専禄・大内兵衛・戒能通孝・武田栄一・尾形昭二『講和――その後の日
本』東京大学協同組合出版部1950年7月、3-6頁。

➡実質的な1950年4月28日声明の基盤となる



「戦争を目的とする科学研究には絶対に従わない決意の表
明」の学術会議における「主体」はどこだったのか？

第1期 学問・思想の自由保障委員会
第2期 学問・思想の自由委員会（~13期）
第14期 第二常置委員会（~17期、2000.7.)
第18・19期 学術と社会常置委員会(~2006)

2006.10.3.「科学者の行動規範」
背景：競争的資金等の獲得のための競争激化、任期
制ポストなどの成果主値で科学者を取り巻く環境が
変化するなか、科学者倫理(不正行為防止）を議論

第20期~ 科学者委員会学術体制分科会（？）
2012.11.30. 「科学・技術のデュアルユース問題に関する

検討委員会報告」
2013.1.25. 「声明 科学者の行動規範 改訂」

研究の公開性・利用/使用を含む社会への責任
➡2017.8.31.幹事会で検討委員会インパクトレポート提出

申し送り事項として常設委員会設置



＜2017年8月31日幹事会報告のインパクトレポートの一部＞
大学等の研究教育機関では以下の反応がみられる。
（審議体制を整備した事例）
• 声明の公表と相前後して、豊橋技術科学大学では、「競争的資金制
度等による安全保障研究の取扱い（平成29年３月22日 学長裁
定）」を決定し、軍事的安全保障研究に係る審査体制を整備したとし
ている。 また、東京電機大学は審査制度を設置したと伝えられている。

（声明に沿った対応をとるとした事例）
• 日本学術会議の声明と相前後して、法政大学、関西大学、滋賀県
立大学、広島市立大学、中央大学、静岡県立大学などでは、軍事研
究やデュアルユース研究等につき、日本学術会議の声明の趣旨に沿った
内容で、学長による声明の発表、方針の策定や相談窓口の整備等の
対応を講じている。また、新潟大学、信州大学、広島大学、長崎大学、
琉球大学なども、安全保障技術研究推進制度には事実上応募しない
方針を打ち出したとされている。



•徳島大学は日本学術会議の声明において防衛装備庁の制度に問題
が多いとの見解であること、及び申請の諾否等を判断する体制が確立
していないことから、機関承認は行わないとの方針を打ち出している。
•帯広畜産大学では、現時点において大学としての原則的な指針を出
すことは拙速であると考えるとし、少なくとも本年度は応募を認めないとの
方針を示している。
•安全保障技術研究推進制度に採択された実績のある研究者の所属
する東京工業大学も、平成29年度については審査体制の整備が間に
合わないため応募しないこととし、来年度に向けて大学の研究ポリシーに
おける軍事・国防関連の研究の扱い、それらの研究に関するガイドライン
の改訂整備の検討を進めている。
•同様に採択された実績のある研究者の所属する神奈川工科大学、東
京理科大学、大阪市立大学では、平成29年度応募を見送るとともに、
審査制度を今後設置する予定と伝えられている。
•北見工業大学、室蘭工業大学、高知工科大学も応募を認めない方
針を決めたと伝えられている。



2017年度安全保障技術研究推進制度採択結果
2016年 2017年

申請件数 44件 104件 (採択14件）

大学 23件 22件（採択0件/分担5件）

公的研究機関 11件 27件 (採択5件）

企業 10件 55件（採択9件）



➡★大学以外の研究組織での軍事研究を議論から外したこと
――大学だけが軍事研究に手を染めなければいいのか？







★デュアル・ユース という「ナイーヴな境界」
軍事利用と民生利用 / 良い科学(者）と悪い科学(者）
自衛・防衛と攻撃 / 基礎（目的基礎）研究と応用研究

★軍事(戦争の現場）と防災（災害現場)の同一視
被災地復興にあたる自衛隊と自衛隊の海外派兵 の狭間の議論

★議論における時間軸の重要性
＊「日露戦争時に軍事研究反対声明はなかったのに、なぜ今になって反
対するのか？」というナイーヴな問い
科学研究と政治の接近はいつからか？
総力戦で膨らんだ軍事研究と軍事予算 イギリスの大学補助金委員会

（1919年）/ David Edgerton, Warfare State: Britain, 1920-1970,
2006. （Warfare State, not Welfare State）
＊「役に立たないようにみえる基礎研究が応用研究につながり、最終的に
社会の役に立つ」 「基礎科学/応用科学という二分法は20世紀前半
のアメリカで作られ、科学研究への民間投資、公的資金投入を正当化す
る「神話」として機能した。」 上山隆大『アカデミック・キャピタリズムを超
えて――アメリカの大学と科学研究の現在』NTT出版、2010年
★「若手は反対していない」発言



シンポジウム「先端/防衛技術と大学――現代科学技術研
究のあり方を考える」（2017年7月14日、＠東京工業大学）

★「軍事研究」は、新技術は、現代紛争の解決に役立っているのか？

Subrata Ghoshroy (マサチューセッツ工科大学/Research Affiliate, レーザー技
術の専門家、東京工業大学特任教授として赴任予定)
冷戦パラダイムがまだ終焉していない。冷戦時の予算上の優先性で、防衛・軍事的

R&D支出が民生R&Dより高い水準にあるが、この間、有意義な科学はほとんど生み出さ
れていない。新技術は今日の紛争ではほとんど使い物にならない。（軍事的R&Dが腐敗
事例紹介）
冷戦中に軍事的R&Dが科学のイノベーションを促し、その質は一貫して高かった。しかし
ながら、1970年代後半以降、特に80年代半ばのSDI構想で、科学性の低い、システ
ムに焦点を当てた大型プロジェクトに移行したことで、科学の質が低下。今もその状況に
大きな変化はない。国防総省プログラム関係者は情報を請負業者に依存している。
科学としての質低下の大きな一因は、機密を盾に、ピアレビューに欠けること。

→大量難民の発生、劣化する民主主義・人権意識、分断される世界、軍事化強化



知識だけを盗むことはでき
ない。きみごと盗まれる。

池澤夏樹『アトミック・ボックス』
毎日新聞出版、2014年

ご清聴ありがとうございました。





「報告 軍事的安全保障研究について」

１ 科学者コミュニティの独立性
４）安全保障概念は大きく、国家の安全保障と人間の安全保障
に区分され、さらに前者が政治・外交的な手段による安全保障
と軍事的な手段による安全保障とに区分される。
５）一般に、学術の健全な発展への影響について慎重な検討を
要するのは、このうち、軍事的な手段による国家の安全保障の
分野である。この分野にかかわる研究を軍事的安全保障研究と
呼ぶ。日本における防衛装備技術の研究もここに含まれる。
６）日本学術会議において、安全保障と学術との関係について
検討する際の焦点は、軍事的安全保障研究の拡大・浸透が、学
術会議の健全な発展に及ぼす影響である。

（「軍事研究」という言葉への一部委員の抵抗）



第二次世界大戦以前まで，学問の自由を巡る問題は，主として学問研究
を担う場であった大学の自治と諸種の権力や権威との間の緊張関係として
存在した。 この点は，学問の自由が憲法上明記されるに至った今日におい
ても，なお十全に実現しているとはいえず，今後もその保障のための努力が
継続される必要がある。しかし戦後半世紀以上経過した今日，学問の自由
にかかわる問題は，権力や権威に対する緊張関係を超えて，科学者コミュニ
ティ内部の諸問題にまで広がりをもつに至っている。その背景には，一方にお
けるそれ自身科学の発展の所産である技術革新のめざましい進展が，他方
における社会の大衆社会化と大衆民主主義のいちじるしい進展がある。



英訳公開 Statement on Research for Military 
Security(March 24 2017)

Symposium (Feb. 4, 
2017)



学術（会議）の外・科学者コミュニティ、市民との連携
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